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研究成果の概要（和文）：プライマリケア医までの距離と脳血管疾患死亡について、男性では、距離（per 
1km）相対危険: 1.017、女性でも相対危険: 1.017で有意であった。かかりつけ医制度は、義務化すべき・推進
すべきとの意見は合わせて51.7%であった。かかりつけ医制度を義務化・さらに推進するべきは、50歳以上が有
意に低いオッズ比(OR)であった。地方の医師を辞める意思をアウトカムとする多変量解析では、30～39歳が有意
に高いORであった。収入の不満もORを上昇した. 出身地については、同県内の職場の所在地と異なる町村が高い
ORであった。職業ストレスでは仕事のコントール点数が高いことがORを低下した。

研究成果の概要（英文）：Relationships between road-distance to primary care facilities stroke 
mortality：
Relative risk (per 1 kilometer increased) of death from stroke was significantly higher in men and 
women. A questionnaire study of general practitioner (GP) system among Japanese physicians:In a 
multivariate analysis with an outcome that GP system should be obligated or promoted, 50 years old 
or more had significantly lower OR.  In a multivariate analysis with an outcome that the number of 
hospitals with a fee for patients visiting for the first time without a referral from another 
medical institution should be increased, 70 years old had a significant lower OR. Factors affecting 
intention to leave and burnout among Japanese rural physicians:In the multivariate logistic 
regression analysis of intention to leave as outcome, dissatisfaction of income (odds ratio, 3.63), 
the hometown of ‘other town/village in the same prefecture’ (3.53) and high job control (0.72) had
 significant relations.

研究分野： 公衆衛生学

キーワード： 地域医療　かかりつけ医　general practitioner　プライマリケア医　到達距離　intention to leave
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
日本独特の医療制度にフリーアクセスが

あるが、同じく社会保険方式のドイツ、フラ
ンスなどでは病院へのアクセスは紹介状が
必要となっており、さらに税方式のイギリス
では General Practitioner(GP）の登録制度とな
っている。日本の医療制度を特集したランセ
ット(Shibuya et al, 2011)でも、今後、プライマ
リケア、総合診療医の活用が必要になってく
ると述べられており、厚生労働省「専門医の
在り方に関する検討会報告書(H25.4.22)」にも
総合診療専門医の養成について強調されて
いる。プライマリケア医はこれからの地域包
括ケアにおける中心となるとも考えられる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、地域医療の改善のために、格

差のない医療機関の配置に加え医療費効率
化も考慮しつつ、現在のフリーアクセスから
完全なゲートキーパー制への移行を目指し
たプライマリケア医のシステムの構築をす
るのため以下を目的としている。 
(1) 「地理情報システム(GIS) を用いたプライ
マリケア医分布格差と医療アウトカムヘの
影響」によりプフイマリケア医の分布と医療
アウトカムヘの影轡、その分布の改善策につ
いて明らかにすること。 
(2) 「ゲートキーパーによる病院受診制限に
ついての質問票調査」では、完全なゲートキ
ーパー制移行への抵抗となる要因を明らか
にすること。 
(3) 「プライマリケア医として地方に勤務す
る要因」では、地方へのプライマリケア医が
定着する要因を明らかにすることにより、今
後の対策に役立て、地域のプライマリケア医
療の改善につなげること。 
 
３．研究の方法 
(1) 「地理情報システム(GIS) を用いたプライ
マリケア医分布格差と医療アウトカムヘの
影響」 
人口動態統計に基づく北海道内市区町村

別の各疾患死亡数は 2011 年から 2015年まで
の 5 年間の死亡総数合計を利用した。市区町
村の各期待死亡数は、市区町村の年齢階級別
人口および全国の年齢階級別死亡率の 5 年平
均から算出した。プライマリケア医は内科を
標榜する診療所とし、市町村内に診療所がな
ければ、自治体病院や国保病院等を割り当て
ることとし 1392 施設が該当した。平成 22 年
度の国勢調査における町丁字別人口に１人
以上の居住者が存在する地区毎に、直近のプ
ライマリケア医への自動車アクセス距離を
推定した。GIS ソフトウエアは ArcGIS10.3
（ESRI, NYC）を使用し、北海道内 188 市区
町村毎のアクセス時間は町丁字別人口居住
者数の重み付けをした平均値として算出し
た。標準化死亡比への各市町村からの平均ア
クセス時間の相対危険(RR)は、OpenBUGS 
version 3.2.3 を使用し、空間的階層ベイズ・ポ

アソン回帰モデルにて隣接する周辺市区町
村を事前確率にし、市町村内科医数と経済指
標を調整した解析を行った。 
(2) 「ゲートキーパーによる病院受診制限に
ついての質問票調査」  
 対象は、北海道内の「内科」の標榜のある
医療機関で、医療機関のリストは北海道庁の
website から平成 28 年 4 月 1 日現在のものを
選択した（無床診療所：2840、有床診療所：
421、病院：564）。以上から、「内科」の標榜
があり（胃腸内科、漢方内科など限定された
内科のみの場合は除く）、自衛隊、保健所、
大学内保健センター、急病センター、老人保
健施設内のものを除き、計 1,865 施設（無床
診療所：1186、有床診療所：226、病院：481）
が調査対象である。 
平成 28 年 11 月に質問票を送付し、発送後

に廃院や内科医不在が判明したのが 6 施設あ
った（有効送付数 1,859）。平成 29 年 2 月 20
日までに返送のあった 600 施設（有効送付数
より 32.3%の回収率）が解析対象となった。 
調査票は、施設内の内科を担当する医師１名
への回答を依頼した。質問票の項目は、回答
者の性別、年齢、施設の所在地（政令市・中
核市、その他の市、町・村）、施設の種類（大
学病院・国公立・公的病院、民間病院、有床
診療所、無床診療所）、専門（内科全般、特
定の専門科目中心）、役職（院長・副院長・
所長、その他）に加え、かかりつけ医制度の
今後について（英国の GP 制度のように義務
化すべき、義務化は必要ないがさらに推進す
べき、現状のまま、止めるべき）、選定療養
費対象病院について（拡大すべき、現状のま
ま、減らすべき、止めるべき）、選定療養費
費用について（増額すべき、現状のまま、減
額すべき、止めるべき）質問した。また、大
病院への紹介状持参義務化の推進や、かかり
つけ医のゲートキーパー機能を強化するこ
とについて、医師の立場から考えるメリット、
デメリットへの意見を自由記載により依頼
した。 
本調査は旭川医科大学倫理委員会の承認

を得た（2016年 10月 13日：承認番号 16131）。 
統計解析は、「かかりつけ医制度を英国の GP
制度のように義務化すべき・義務化は必要な
いが推進すべき（以下：かかりつけ医制度義
務化・推進群）」、「選定療養費対象病院を増
やすべき（選定療養費対象病院拡大群）」、「選
定療養費を増額すべき（選定療養費増額群）」
を目的変数に、性、年齢、所在地、勤務先の
種類、特定の内科の専門科目を持つか否か、
役職を説明変数に単変量と多変量ロジステ
ィック回帰分析を行った。また、診療所（有
床診療所と無床診療所）と病院（大学病院・
国公立・公的病院と民間病院）について層別
にした同様の多変量ロジスティック回帰分
析も行った。 
自由記載の大病院への紹介状持参義務化

の推進や、かかりつけ医のゲートキーパー機
能を強化することについて、医師の立場から



考えるメリット、デメリットへの意見の質的
検 討 として 、 質的デ ー タ分析 ソ フ ト
（MAXQDA）により コーディングを行った。
自由記載のデータが箇条書きである場合に
行われた解析方法を取り入れ 6)、具体的な手
順は、（１）テキストデータを MAXQDA に
入力する。（２）類似するデータをグループ
化する。（３）グループ全体の文脈を踏まえ
て、他の語句に言い換え、概念化を行う。（４）
サブカテゴリー、カテゴリーを作成する。
（５）サブカテゴリー、カテゴリーの関連を
考慮しストーリーラインを作成した。 
 
(3) 「プライマリケア医として地方に勤務す
る要因」 
北海道、東北、四国、九州・沖縄（福岡県

除く）中の、町・村部にある病院・診療所に
質問票を 1898 部配付し、509 の回答を得た。
質問票では最初に、フルタイム（ここでは週
４日以上）の内科か総合診療医が在籍してい
るか尋ね、在籍している場合は１名に回答を
依頼している。質問内容は、性、年齢、婚姻
状況、専門、15 歳までの主たる居住地域、病
院か診療所か、職位、大学の地域枠・奨学金、
大学での地域医療の実習、労働時間、当直、
オンコール、休日、収入の満足度、学会・研
修機会の満足度、家族の満足度。喫煙と職務
満足は質問票に含んでいたが、multiple 
imputation (MI) of missing values のみに使用し
た。仕事のストレスは職業ストレス簡易調査
票(BJSQ)を使用した①。バーンアウトは the 
Japanese version of the Maslach Burnout 
Inventory-General Survey (MBI-GS)を使用した。 
統計解析では、MI を用いて欠損値を補完

し、辞める意思とバーンアウトをアウトカム
指標として、ロジスティック回帰分析を行っ
た。 
本調査は旭川医科大学倫理委員会の承認

を得た（2016年 10月 13日：承認番号 17132）。 
 

４．研究成果 
(1) 「地理情報システム(GIS) を用いたプライ
マリケア医分布格差と医療アウトカムヘの
影響」 
プライマリケア医まで距離と虚血性心疾

患死亡(標準化死亡比:SMR)の関連では、男女
とも、粗解析である Model 1、内科医数と経
済指標を調整要因として投入した Model 2 と
もに、距離(per 1km)の相対危険(RR)の 95%信
用区間(95%CI)は１を含んでいた。 
 プライマリケア医までの距離と脳血管疾
患死亡(標準化死亡比:SMR)の関連について、
男性では、距離（per 1km）が Model1 の粗解
析では RR:1.018(95%CI: 1.004 to 1.031)、
Model2 の多変量解析で RR: 1.017(95%CI: 
1.004 to 1.030)であった。女性でも距離（per 
1km ）について Model1 の粗解析で は
RR:1.017(95%CI: 1.002 to 1.032)、Model2 の多
変量解析で RR: 1.017(95%CI: 1.003 to 1.031)
であった。 

 プライマリケア医まで距離と肺炎死亡(標
準化死亡比:SMR)の関連については、男女と
も粗解析である Model 1、内科医数と経済指
標を調整要因として投入した Model 2 ともに、
距離(per 1km)の RR の 95%信用区間(95%CI)
は１を含んでいた。 
生態学的研究のため一定の限界はあるが、

プライマリケア医にアクセスが良いことは、
良好な危険因子管理につながる可能性があ
り、脳血管死亡率を減少する可能性がある。
よって、プライマリケア医を中心にした地域
医療の構築が求められる。 

 
(2) 「ゲートキーパーによる病院受診制限に
ついての質問票調査」 
かかりつけ医制度のへの意見では、英国

GP 制度のように義務化すべきが 5.7%、さら
に推進すべきが 46.0%と両者で過半数を占め
た。 
選定療養費対象病院を拡大すべきと答え

たのは 37.8%で、現状のままが 47.7%と最も
多く、選定療養費用については増額すべきが
26.3%で、現状のままが 57.5%と最も多かった。 
かかりつけ医制度義務化・推進群となる要

因について単変量解析と多変量解析の結果、
50 歳以上の年代が全て有意なオッズ比低下
を認め、高齢ほどオッズ比は低下していた
（50-59 歳、オッズ比（OR）=0.21、95%信頼
区間(CI):0.06 - 0.76;60-69 歳、OR=0.19、95%CI: 
0.05 - 0.67; 70 歳以上、OR=0.17、95%CI: 0.05 - 
0.65; 対照 30-39 歳）。病院と診療所に層別し
た解析では、病院の解析において、年齢の
60-69 歳のみ有意差を認めた（OR=0.11、
95%CI: 0.01 - 0.94; 対照 30-39 歳）。病院のそ
のほかの年代や、診療所の年齢解析の結果も
有意ではないか、オッズ比低下の方向は同様
であった。 
選定療養費対象病院拡大群となる要因に

ついて多変量解析では 70 歳以上の年代で有
意のオッズ比低下を認め（OR=0.35、95%CI: 
0.12 – 0.98; 対照 30-39 歳）、その他の市が有
意にオッズ比の上昇を認めた（OR=1.60、
95%CI: 1.09 - 2.36）。病院と診療所に層別した
解析では、診療所の解析において、年齢の 70
歳以上のみ有意差を認めた（OR=0.22、95%CI: 
0.05 - 0.97; 対照 30-39 歳）。病院の 70 歳代は
有意差を認めず（OR=0.77、95%CI: 0.14 – 
4.12; 対照 30-39 歳）、その他の市の有意差は
層別解析では消失していたが、オッズ比上昇
の方向は同様であった。 
選定療養費増額群となる要因について多

変量解析では院長、副院長、所長など、が有
意のオッズ比上昇を認めた（OR=2.36、95%CI: 
1.07 – 5.22）。病院と診療所に層別した解析
では、院長、副院長、所長などの有意差につ
いて、病院の解析では有意差は消失していた
（OR=2.03、95%CI: 0.82 – 5.02）。診療所で
は、その他への該当者が少なく、その全員が
選定療養費増額群ではなかったため、オッズ
比について計算不能であった。 



 自由記載では、メリットについて 338 人
より記載があり、デメリットは 325 人の記載
があった。自由記載の質的検討について、内
科医が考えるメリットとして『患者の利益』、
『かかりつけ医の利益』、『大病院の利益』、
『かかりつけ医と大病院の機能分化の推進』、
『医療費抑制・適正化』の５つのカテゴリー
が抽出された。『患者の利益』として、「患者
に主治医が存在すること」は、「適切な医療
提供」がなされ、「紹介の迅速化・適正化」
につながることが考えられ、また、「患者の
健康意識向上」にも寄与できることが概念化
された。『かかりつけ医への利益』として、「か
かりつけ医の資質向上」につながること、ま
た、「患者情報が集約」され、「役割が強化」
されることが概念化された。さらに、「経営
安定化」へつながるとの期待があり、「かか
りつけ機能のない開業医が淘汰される」との
意見も抽出された。『大病院の利益』として、
「逆紹介が容易」になり、「一部の大病院の
集中抑制」や「軽症患者の受診抑制・混雑緩
和」にもなること、「高度・専門・救急医療
が推進」できること、さらに、「勤務する医
師の負担軽減」となることが抽出された。『か
かりつけ医と大病院の機能分化の推進』では
「両者の情報共有の推進」がなされること、
「連携強化」がなされることが概念化された。
『医療費抑制・適正化』では、「重複投与・
検査が回避」されること、「不要不急の受診
が減少」し、「ドクターショッピングの抑制」
となり、「総外来患者数の適正化」にもつな
がることが概念化された。 
同様にデメリットとして『患者の不利益』、

『かかりつけ医の不利益』、『大病院の不利
益』の 3 つのカテゴリーが抽出された。『患
者の不利益』として、「かかりつけ医の能力
不足による患者の不利益」があり、例えば重
症患者の見落としや、適切な治療まで時間が
かかることが記載されていた。また、「かか
りつけ医による患者の囲い込み」が生じるこ
とが指摘された。その他、「選定療養費によ
る患者負担の増加」、「複数の医療機関・診療
科受診者に不利益」になること、「医療資源
不足の地方で患者が不便」になるといった指
摘や、さらに根本的にこれまで日本で認めら
れている「フリーアクセス制限」となるとの
意見があった。『かかりつけ医への不利益』
として、研修の必要性や診療情報提供書の煩
雑さによる「業務量増加」の懸念や、そもそ
も「かかりつけ医の紹介が（大病院に）受け
入れられないことがあること」、「商業地域の
開業医はかかりつけ医制度では不利になる」
といったこと、また、「単なるかぜ診療とゲ
ートキーパーになる恐れ」があること、「専
門のある医師が専門外を診ることへの不安」
があげられた。『大病院の不利益』として、「外
来収入の減少」と「逆紹介の手間の増加」が
あげられた。 
 かかりつけ医制度のへの意見では、英国
GP 制度のように義務化すべき・さらに推進

すべきが 51.7％であった。選定療養費対象病
院を拡大すべきと答えたのは 37.8%で、選定
療養費用については増額すべきが 26.3%であ
った。多変量解析ではかかりつけ医制度の推
進について高齢であることが抵抗の要因で、
選定療養費の増額に否定となるのも 70 歳以
上であることであった。選定療養費対象病院
拡大群は院長、副院長、所長などであること
が有意に賛成する要因となった。さらに自由
記載の検討から、医師の側からの理解を得て
かかりつけ医制度を推進するには、「かかり
つけ医の役割強化」、「かかりつけ医の経営安
定化」といった、かかりつけ医の利益につな
がることや、大病院の外来収入減少に対処す
ることを考慮しながら、医療資源不足の地方
に配慮していくことも必要であると考えら
れた。 
(3)「プライマリケア医として地方に勤務する
要因」 
参加者の  10.4% が辞める意思を、また

21.8% がバーンアウト陽性であった。 
辞める意思をアウトカムとする多変量解

析では、30～39 歳が有意に高い OR であった 
(OR, 5.17; 95% confidence interval (CI), 1.25－
21.31:対照, 70 歳以上)。また、収入の不満も
ORを上昇した (OR, 3.63; 95%CI, 1.63－8.10). 
出身地については、同県内の職場の所在地と
異なる町村が高い OR であった(OR, 3.53; 
95%CI, 1.18－10.62: 対照、同じ町村)。BJSQ 
では仕事のコントール点数が高いことが OR
を低下した(OR, 0.72; 95% CI, 0.58－0.88)。 
 バーンアウト陽性をアウトカムとする多
変量解析では、30～39 歳が有意に高い OR で
あった(OR, 5.87; 95%CI, 1.55－22.53; 対照, 
70 歳以上)。家族生活の満足度が低いことが
OR を上昇した  (OR, 2.77; 95%CI, 1.18－
10.62)。 BJSQ では仕事の要求度得点が高い
ことが OR を上昇し(OR,1.48; 95% CI, 1.28－
1.72)、仕事のコントロールが高いことが OR
を低下し( OR, 0.66; 95% CI 0.55－0.78)、同僚
のサポートが高いことがORを低下した (OR, 
0.88; 95% CI, 0.78－1.00)。 
 本地方医師の質問票研究では、仕事のコン
トロール低下が辞める意思バーンアウト陽
性に有意に関連し、出身地が現職場と同県内
の職場の所在地と異なる町村であることと、
仕事の要求度が高いことと同僚の低サポー
トはバーンアウト陽性に有意に関連してい
た。 
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